
（平成２３年８月３日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 49 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 47 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 7 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 5 件

年金記録確認長崎地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

長崎国民年金 事案 770 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年 10 月から 50 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日  ： 昭和 22 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 49 年 10 月から 50 年３月まで 

私は、昭和 49 年９月にＡ県Ｂ市からＣ県Ｄ市へ転居予定であったた

め、昭和 49 年度２期以降の国民年金保険料をＢ市で納付しようとした

ところ、４期（昭和 50 年１月から同年３月まで）については、保険料

額が決定されておらず納付できなかったが、２期（昭和 49 年７月から

同年９月まで）及び３期（昭和 49 年 10 月から同年 12 月まで）につい

ては、49 年９月 12 日にＥ銀行Ｆ支店で納付した。 

その後、Ｄ市に住所変更し、同市役所で国民年金手帳に住所の変更を

記載してもらい、昭和 49 年度の４期（昭和 50 年１月から同年３月ま

で）の国民年金保険料については、同市内のＧ銀行Ｈ支店で納付したと

思う。 

しかし、社会保険庁（当時）の記録では、申立期間が未納となってお

り納得できないので、申立期間を国民年金保険料納付済期間と認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は６か月と短期間であり、申立期間において住所変更はあるも

のの、職業及び生活状況に大きな変化はみられない。 

また、申立人は、国民年金の加入手続を行った昭和 44 年度以降の国民

年金の加入期間について、申立期間を除き、その前後の国民年金保険料を

全て納付している上、申立人が所持している国民年金手帳及び領収書、Ｄ

市の国民年金被保険者名簿並びにオンライン記録により確認できる申立期

間前後の申立人の国民年金保険料の納付日は、全て納付期限内であること



                      

  

が確認できることから、申立人の納付意識は高かったものと考えられる。 

さらに、申立期間のうち、昭和 49 年 10 月から同年 12 月までの国民年

金保険料について、申立人は、「昭和 49 年度国民年金保険料納付書兼領

収済通知書兼検認票（３期分（10、11、12 月分））」を所持していると

ころ、その領収日付印欄には 49 年９月 12 日付けのＥ銀行Ｆ支店の領収印

が重複して押されており、このことについて、Ｅ銀行は、「長期間経過し

ているため不明だが、検認票の２期分と３期分との押印箇所を間違えたた

め、３期分に重複押印することで押印を消したと思われる。」としている

ものの、Ｅ銀行における領収印の押印誤りに係る取消印の基本的な取扱い

と異なっていること、及び申立人が当該検認票を他の国民年金保険料領収

書と共に国民年金手帳に長期間貼付していることを踏まえると、申立人が

当該期間の国民年金保険料を納付した可能性は高いと考えられる。 

加えて、申立期間のうち、昭和 50 年１月から同年３月までの国民年金

保険料について、申立人が所持する国民年金手帳において 49 年９月 24 日

にＤ市へ住所変更した記載があることから、住所変更して以降、当該期間

は現年度納付が可能であり、転入後に同市において国民年金保険料の納付

書が送付されなかったとは考え難い上、同市の国民年金被保険者名簿によ

れば、50 年４月から 53 年３月までの国民年金保険料が全て納付期限内に

納付されていることが確認できることを踏まえると、当該期間についても

納付していたと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

長崎国民年金 事案 771 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年４月から同年 12 月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年１月から同年３月まで 

         ② 昭和 47 年４月から同年 12 月まで 

私は、実家が商売を営んでいたので、修行のために、昭和 47 年 10 月

からＡ市のＢ社で働いたが、Ｃ市の伯母の家からＡ市に転居した 48 年

１月頃、Ａ市役所から、国民年金保険料が未納になっているとの通知

が来たため、Ｄ市の実家の父から金を借りて、20 歳からの国民年金保

険料を一括して納付した。しかし、社会保険庁（当時）の記録によれ

ば、45 年１月から同年３月までの期間及び 47 年４月から同年 12 月ま

での期間に係る国民年金保険料が未納になっていることが分かった。 

納付したことを示す証拠はないが、申立期間の国民年金保険料を納付

したのは間違いないので、申立期間を国民年金保険料納付済期間と認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、ⅰ）９か月と短期間であること、ⅱ）申立人の

国民年金手帳記号番号の払出しは、国民年金手帳記号番号払出簿によれば、

昭和 48 年２月２日であることが確認できることから、申立期間②の国民

年金保険料は現年度納付が可能であったと考えられること、ⅲ）申立人の

国民年金被保険者台帳（特殊台帳）によれば、申立期間②の前の 45 年４

月から 47 年３月までの国民年金保険料が、申立人の国民年金手帳記号番

号払出日より約２か月後の 48 年４月 16 日に過年度納付され、申立期間②

の後の 48 年１月から 49 年３月までの期間に係る国民年金保険料は現年度

納付されていることが確認できること、ⅳ）Ａ市は、「昭和 48 年４月に



                      

  

国民年金保険料を納付したのであれば、市の納付書は、現年度分である

47 年４月まで遡った分を作成して渡していたと思う。」としていること

から、申立期間②の国民年金保険料だけが納付されていないのは不自然で

ある。 

一方、申立期間①の国民年金保険料は、申立人の国民年金手帳記号番号

が払い出された時点においては、時効により納付することができなかった

ものと考えられる上、申立人には特例納付により納付したとの主張も無く、

申立期間①当時、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡

も見当たらない。 

また、申立人が申立期間①において、国民年金保険料を納付したことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①に係る

国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含め総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

申立期間②の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1062 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、申立期間①に係る脱退手当金を受給してい

ないものと認められることから、申立期間①に係る脱退手当金の支給の記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： ① 昭和 29 年４月１日から 32 年４月 25 日まで 

          ② 昭和 35 年１月１日から 36 年 12 月１日まで 

          ③ 昭和 36 年 12 月１日から 37 年４月１日まで 

          ④ 昭和 37 年４月１日から 42 年２月 21 日まで 

私は、申立期間①については、Ａ社（現在は、Ｂ社）に、申立期間②

については、Ｃ社に、申立期間③については、Ｄ社に、申立期間④につ

いては、Ｄ社Ｅ事業所にそれぞれ勤務していたが、私の年金記録を確認

したところ、申立期間については、脱退手当金が支給されている記録と

なっていることが分かった。 

しかし、脱退手当金を受け取った記憶は無いので、申立期間を厚生年

金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①の脱退手当金については、申立人の申立期間①に係る厚生年

金保険被保険者資格喪失日から約１年７か月後の昭和 33 年 11 月 28 日に

支給決定されたこととなっており、事業主が申立人の委任を受けて代理請

求したとは考え難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被

保険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間①と脱退

手当金が支給決定された日との間にある被保険者期間については、その計

算の基礎とされておらず、未請求となっている。しかし、申立人は、当該

未請求期間に係る事業所について、申立人の父親も勤務していたとしてい

るなど詳細に記憶しているところ、当該未請求期間に係る厚生年金保険被



                      

  

保険者記号番号は申立期間①に係る番号と同一であることが確認できるこ

とから、申立人が当該事業所に厚生年金保険被保険者証を提出したと考え

るのが自然であり、申立人は、当該未請求期間について、厚生年金保険被

保険者期間として認識していたことが推認でき、これを失念して請求する

とは考え難い上、申立期間①に係る番号と同一である当該未請求期間が支

給されていない期間として存在することは、事務処理上、不自然である。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間①に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

一方、申立期間②、③及び④については、Ｄ社Ｅ事業所の健康保険厚生

年金保険被保険者原票により厚生年金保険被保険者記録が確認できる女性

のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 42 年２月

21 日の前後それぞれ２年以内に同資格を喪失し、かつ、脱退手当金の受

給資格がある 16 人（被保険者資格を喪失した日と同日に別の事業所にお

いて同資格を取得した者を除く。）について脱退手当金の支給記録を確認

したところ、13 人に脱退手当金が支給決定されており、当該 13 人のうち、

申立人を含む９人が資格喪失日から６か月以内に支給決定されていること

を踏まえると、申立人についてもその委任に基づき事業主による代理請求

が行われた状況がうかがえる。 

また、申立人の申立期間④に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に

は、脱退手当金が支給されていることを示す「脱」の記載が確認できるほ

か、申立期間②、③及び④に係る脱退手当金については、厚生年金保険脱

退手当金支給報告書の写しにより支給記録が確認できる上、支給額に計算

上の誤りが無いなど、一連の事務処理に不自然な点は認められない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いという主張のほか

に、脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間②、③及び④に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1063 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 18 年 12 月 29 日は８万円、20 年

１月 18 日は 13 万 2,000 円、同年 12 月 15 日は 15 万 9,000 円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18 年 12 月 29 日 

             ② 平成 20 年１月 18 日 

             ③ 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された各賞与から、厚生年金保険料が

控除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該

賞与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において

13 万 2,000 円、申立期間③において 15 万 9,000 円の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1064 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 18 年 12 月 29 日は８万円、20 年

１月 18 日は 11 万 2,000 円、同年 12 月 15 日は 15 万 9,000 円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 18 年 12 月 29 日 

          ② 平成 20 年１月 18 日 

          ③ 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された各賞与から、厚生年金保険料が

控除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該

賞与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において

11 万 2,000 円、申立期間③において 15 万 9,000 円の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1065 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 18 年 12 月 29 日は９万円、20 年

１月 18 日は 15 万 2,000 円、同年 12 月 15 日は 15 万 9,000 円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18 年 12 月 29 日 

             ② 平成 20 年１月 18 日 

             ③ 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された各賞与から、厚生年金保険料が

控除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該

賞与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間①において９万円、申立期間②において

15 万 2,000 円、申立期間③において 15 万 9,000 円の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1066 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 18 年 12 月 29 日は８万円、20 年

１月 18 日は 10 万 1,000 円、同年 12 月 15 日は６万 6,000 円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 18 年 12 月 29 日 

          ② 平成 20 年１月 18 日 

          ③ 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された各賞与から、厚生年金保険料が

控除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該

賞与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において

10 万 1,000 円、申立期間③において６万 6,000 円の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1067 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 18 年 12 月 29 日は８万円、20 年

１月 18 日は８万 6,000 円、同年 12 月 15 日は 13 万 3,000 円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 18 年 12 月 29 日 

          ② 平成 20 年１月 18 日 

          ③ 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された各賞与から、厚生年金保険料が

控除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該

賞与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において

８万 6,000 円、申立期間③において 13 万 3,000 円の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1068 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 18 年 12 月 29 日は９万円、20 年

１月 18 日は 14 万 4,000 円、同年 12 月 15 日は 16 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 54 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 18 年 12 月 29 日 

          ② 平成 20 年１月 18 日 

          ③ 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された各賞与から、厚生年金保険料が

控除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該

賞与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間①において９万円、申立期間②において

14 万 4,000 円、申立期間③において 16 万円の標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1069 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 18 年 12 月 29 日は９万円、20 年

１月 18 日は 13 万 9,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 18 年 12 月 29 日 

          ② 平成 20 年１月 18 日 

Ａ社において、申立期間に支給された各賞与から、厚生年金保険料が

控除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該

賞与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間①において９万円、申立期間②において

13 万 9,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく



                      

  

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1070 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 18 年 12 月 29 日は８万円、20 年

１月 18 日は 11 万 7,000 円、同年 12 月 15 日は 10 万 6,000 円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 59 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18 年 12 月 29 日 

             ② 平成 20 年１月 18 日 

             ③ 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された各賞与から、厚生年金保険料が

控除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該

賞与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において

11 万 7,000 円、申立期間③において 10 万 6,000 円の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1071 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 18 年 12 月 29 日は９万円、20 年

１月 18 日は 13 万 5,000 円、同年 12 月 15 日は 11 万 9,000 円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 18 年 12 月 29 日 

          ② 平成 20 年１月 18 日 

          ③ 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された各賞与から、厚生年金保険料が

控除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該

賞与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間①において９万円、申立期間②において

13 万 5,000 円、申立期間③において 11 万 9,000 円の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1072 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 18 年 12 月 29 日は７万円、20 年

１月 18 日は 11 万 9,000 円、同年 12 月 15 日は 15 万 9,000 円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 62 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 18 年 12 月 29 日 

          ② 平成 20 年１月 18 日 

          ③ 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された各賞与から、厚生年金保険料が

控除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該

賞与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間①において７万円、申立期間②において

11 万 9,000 円、申立期間③において 15 万 9,000 円の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1073 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 18 年 12 月 29 日は７万円、20 年

１月 18 日は 10 万 7,000 円、同年 12 月 15 日は 13 万 3,000 円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 62 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 18 年 12 月 29 日 

          ② 平成 20 年１月 18 日 

          ③ 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された各賞与から、厚生年金保険料が

控除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該

賞与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間①において７万円、申立期間②において

10 万 7,000 円、申立期間③において 13 万 3,000 円の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1074 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額をそれぞれ１万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 18 年 12 月 29 日 

          ② 平成 20 年１月 18 日 

          ③ 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された各賞与から、厚生年金保険料が

控除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該

賞与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間においてそれぞれ１万円の標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく



                      

  

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1075 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 20 年１月 18 日は 11 万 1,000 円、

同年 12 月 15 日は 13 万 3,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 61 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 20 年１月 18 日 

          ② 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された各賞与から、厚生年金保険料が

控除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該

賞与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間①において 11 万 1,000 円、申立期間②

において 13 万 3,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく



                      

  

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1076 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 20 年１月 18 日は 10 万 5,000 円、

同年 12 月 15 日は 11 万 9,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

  住 所 ：  

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 20 年１月 18 日 

          ② 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された各賞与から、厚生年金保険料が

控除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該

賞与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間①において 10 万 5,000 円、申立期間②

において 11 万 9,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保



                      

  

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1077 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 20 年１月 18 日は 14 万 1,000 円、

同年 12 月 15 日は 16 万 2,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 20 年１月 18 日 

          ② 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された各賞与から、厚生年金保険料が

控除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該

賞与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間①において 14 万 1,000 円、申立期間②

において 16 万 2,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく



                      

  

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1078 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 20 年１月 18 日は９万 6,000 円、

同年 12 月 15 日は 11 万 9,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 60 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 20 年１月 18 日 

          ② 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された各賞与から、厚生年金保険料が

控除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該

賞与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間①において９万 6,000 円、申立期間②に

おいて 11 万 9,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく



                      

  

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1079 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を７万 9,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 63 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において７万 9,000 円の標準賞与額に基

づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認めら

れる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1080 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を 15 万 9,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において 15 万 9,000 円の標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1081 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を１万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において１万円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1082 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を 15 万 9,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において 15 万 9,000 円の標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1083 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を 18 万 6,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 58 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において 18 万 6,000 円の標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1084 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を 10 万 6,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58 年生 

    住 所 ：   

               

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において 10 万 6,000 円の標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1085 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を１万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住 所 ：  

               

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において１万円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1086 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を 11 万 9,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

    住 所 ：  

               

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 20 年１月 18 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において 11 万 9,000 円の標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1087 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を 10 万 6,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 平成２年生 

    住 所 ：  

               

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において 10 万 6,000 円の標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1088 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を１万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住 所 ：  

               

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において１万円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1089 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を１万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

    住 所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 18 年 12 月 29 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において１万円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1090 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を１万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

    住 所 ：  

                                  

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 18 年 12 月 29 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において１万円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1091 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を８万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

    住 所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 18 年 12 月 29 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において８万円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1092 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を１万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39 年生  

   住 所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 18 年 12 月 29 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において１万円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1093 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 18 年 12 月 29 日は８万円、20 年

１月 18 日は 10 万 7,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 18 年 12 月 29 日 

          ② 平成 20 年１月 18 日 

Ａ社において、申立期間に支給された各賞与から、厚生年金保険料が

控除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該

賞与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において

10 万 7,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく



                      

  

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1094 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を８万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 62 年生 

    住 所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 平成 18 年 12 月 29 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において８万円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1095 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を８万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 61 年生 

    住 所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 18 年 12 月 29 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において８万円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1096 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 18 年 12 月 29 日は１万円、20 年

１月 18 日は８万 4,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45 年生  

   住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 18 年 12 月 29 日 

          ② 平成 20 年１月 18 日 

Ａ社において、申立期間に支給された各賞与から、厚生年金保険料が

控除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該

賞与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間①において１万円、申立期間②において

８万 4,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく



                      

  

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1097 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を１万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

    住 所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 18 年 12 月 29 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において１万円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1098 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を９万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 59 年生 

    住 所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 18 年 12 月 29 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において９万円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1099 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を 16 万 2,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住 所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 20 年１月 18 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において 16 万 2,000 円の標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1100 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を 13 万 5,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58 年生 

    住 所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 20 年１月 18 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において 13 万 5,000 円の標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1101 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を 16 万 7,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

    住 所 ：   

              

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 20 年１月 18 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において 16 万 7,000 円の標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1102 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を 15 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住 所 ：   

                     

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 20 年１月 18 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において 15 万円の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1103 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 20 年１月 18 日は 11 万 7,000 円、

同年 12 月 15 日は 13 万 3,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 36 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： ① 平成 20 年１月 18 日 

          ② 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された各賞与から、厚生年金保険料が

控除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該

賞与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間①において 11 万 7,000 円、申立期間②

において 13 万 3,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく



                      

  

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1104 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を７万 9,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住 所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において７万 9,000 円の標準賞与額に基

づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認めら

れる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1105 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を 11 万 9,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 62 年生 

     住 所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において 11 万 9,000 円の標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1106 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を 19 万 8,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

     住 所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において 19 万 8,000 円の標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1107 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額を１万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

     住 所 ：   

              

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 20 年 12 月 15 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る一人別所得税源泉徴収簿兼賃金台帳

の写しから、申立人は、申立期間において１万円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料についても事業主が納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1108 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月

額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額について、平

成６年１月から同年９月までの期間を 28 万円、同年 10 月から７年 11 月

までの期間を 30 万円に訂正することが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成６年１月１日から７年 12 月１日まで 

私は、平成２年７月から 11 年２月まで、Ａ社に勤務していたが、私

の年金記録を確認したところ、申立期間の標準報酬月額が、実際に受け

取っていた給与額よりも低い額となっていることが分かった。 

申立期間の標準報酬月額を実際に受け取っていた給与額に見合う金額

に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、当初、Ａ社における申立人の申立期間に係る

標準報酬月額は、平成６年１月１日から同年 10 月１日までの期間につい

ては 28 万円、同年 10 月１日から７年 12 月１日までの期間については 30

万円と記録されていたところ、同年 12 月 25 日付けで、６年１月１日に遡

及して９万 2,000 円に訂正されていることが確認できる。 

しかし、申立人から提出された預金通帳の写しにより、申立期間当時の

給与額が９万 2,000 円よりも高い額であったことが推認できる上、Ａ社に

係る商業登記簿謄本により、申立人が、申立期間において同社の取締役で

あったことが確認できるものの、申立期間において同社の取締役であった

ことが確認できる者のうち、事情を聴取できた一人及び同社に係る厚生年

金保険被保険者記録が確認できる者で事情を聴取できた複数の者は、いず

れも、「申立人は、社会保険事務には一切関与していなかったと思う。」

と回答していることから、申立人は、同社の社会保険事務について権限を

有しておらず、当該遡及訂正処理に関与していたとは考え難い。 



                      

  

また、前述の事情を聴取できた者は、「度重なる自然災害による被害で、

平成６、７年頃のＡ社の経営は大変だったと思う。」としている。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、この

ような記録訂正処理を行う合理的な理由は見当たらないことから、標準報

酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間

に係る標準報酬月額は、事業主が当初届け出た、平成６年１月から同年９

月までの期間を 28 万円、同年 10 月から７年 11 月までの期間を 30 万円に

訂正することが妥当である。 

 



                      

  

長崎国民年金 事案 772 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年９月から 49 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 45 年９月から 49 年２月まで 

 私は申立期間において大学に在学中であり、20 歳になった昭和 45 年

＊月頃、当時、Ａ村役場（現在は、Ｂ市役所Ａ支所）に勤務していた

父親が私の国民年金の加入手続を行い、私が就職するまで、両親が国

民年金保険料を納めていたということを聞いていた。 

 しかし、私の年金記録を確認したところ、申立期間が未加入期間と

なっており納得できないので、申立期間を国民年金保険料納付済期間

と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿から、

昭和 51 年１月 21 日にＣ県Ｄ郡Ａ町（現在は、Ｂ市）で払い出されている

ことが確認できるものの、申立期間当時、申立人は大学生であり、任意加

入対象者であることから、遡及して加入することはできない上、申立期間

当時、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

また、Ｂ市役所Ａ支所の国民年金保険料収納簿によれば、申立期間にお

いては、申立人の母親の氏名は確認できるものの、申立人の氏名は確認で

きず、昭和 50 年度になって初めて記載され、当該備考欄に昭和 51 年２月

27 日付けで資格取得したことを意味する記載があるほか、同年３月 11 日

付けで同年２月及び３月の保険料領収印が確認できる上、申立人が所持し

ている年金手帳の国民年金の記録（１）の「被保険者となった日」欄に、

同年２月 27 日と記載され、Ａ町の印が押されていることを踏まえると、

申立人に係る国民年金の加入手続が行われたのは、同年２月頃であると考

えるのが自然であり、申立期間は国民年金の未加入期間であることから、



                      

  

申立期間に係る国民年金保険料を納付することはできなかったと考えられ

る。 

さらに、申立人は、申立期間当時の国民年金の加入手続及び国民年金保

険料の納付に関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続及び国民年金

保険料の納付を行っていたとする両親は、既に死亡及び高齢のため事情を

聴取することができず、国民年金保険料の納付状況等が不明である。 

加えて、申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間に係る国民年金保

険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 

 

 

 



                      

  

長崎国民年金 事案 773 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55 年 11 月から 56 年 11 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 55 年 11 月から 56 年 11 月まで 

 昭和 55 年 10 月末に勤めていた会社が倒産したため、私か、家族の

誰かが、Ａ町役場(現在は、Ｂ市役所Ａ庁舎)で私の国民年金の加入手

続をし、国民年金保険料を納付していたと思う。 

 しかし、年金記録を確認したところ、私の年金記録に国民年金の加

入期間が無いことが分かったが、納得できない。 

 申立期間を国民年金保険料納付済期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持している年金手帳には、国民年金手帳記号番号及び国民年

金に係る記録は記載されておらず、申立期間は、オンライン記録上、未加

入期間となっているため、国民年金保険料を納付できない上、Ｄ郡Ａ町

（現在は、Ｂ市）の国民年金手帳記号番号払出簿において、申立期間当時、

申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

また、申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び保険料納付に

ついて、「私か、家族の誰かが加入手続を行い、保険料を納付したと思う。

日付印が押された用紙を見た覚えがあるが、加入手続や納付方法等一切覚

えていない。」としている上、申立人の夫も、申立人の国民年金加入手続

及び納付方法について、「分からない。覚えていない。」としているほか、

申立期間当時、同居していたとする申立人の夫の母親は既に死亡しており、

申立人に係る国民年金の加入手続及び保険料の納付状況等を確認すること

ができない。 

さらに、申立人が、申立期間に係る国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間に係る



                      

  

国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1109 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 大正 12 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： ① 昭和 20 年９月１日から 24 年４月 1 日まで 

          ② 昭和 25 年４月２日から同年 10 月１日まで 

父は、昭和 20 年９月から 27 年８月まで、Ａ市及びＢ市の米軍基地に

おいて、Ｃ職を行っていた。父が生前、社会保険事務所（当時）に確認

したところ、その勤務していた期間の一部の厚生年金保険被保険者記録

は確認できたが、申立期間における被保険者記録が確認できなかった。 

このことについて、父は、「仕事の関係で異動することは多かったが、

途中で辞めたことは無い。」と、不満を話していたので、申立期間を厚

生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の子が、死亡した申立人の年金記録の訂正を

求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、「進駐軍労務者に対する健康保険法及び厚生年

金保険法の適用に関する件」（昭和 23 年 12 月１日付け保発第 92 号厚生

省保険局長通知）により、進駐軍労務者は、厚生年金保険法における国の

事務所に使用される者として、同法の強制加入被保険者とする旨が定めら

れているところ、事業所名簿において、昭和 24 年４月１日に申立人が厚

生年金保険被保険者資格を取得していることが確認できるＤ事業所は、同

日に初めて厚生年金保険の適用事業所となったことが確認できる上、Ｄ事

業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間①の後

の期間に厚生年金保険被保険者記録が確認できる複数の者に聴取したとこ

ろ、同日以前から勤務していたと回答する者が複数いるものの、いずれも

Ｄ事業所における同日以前の被保険者記録は確認できない。 



                      

  

また、前述の複数の者に事情を聴取しても、いずれも申立人を覚えてお

らず、申立期間における申立人の勤務実態について確認することができな

い。 

さらに、申立期間及びその前後の期間について、前述の被保険者名簿を

見ても、既に確認されている申立人の厚生年金保険被保険者記録以外に申

立人の記録は確認できない上、Ｄ事業所は既に厚生年金保険の適用事業所

ではなくなっているところ、Ｄ事業所に係る資料等を引き継いだとするＥ

防衛局から提出された「厚生年金台帳索引簿（Ｆ）」及び「被保険者名簿

（Ｇ）」により確認できる申立人のＤ事業所に係る被保険者記録について

も、既に確認されている申立人の記録と一致している。 

加えて、Ｅ防衛局は、「前述の資料以外の雇用記録等の資料は確認でき

ない。」としているほか、前述の複数の者に聴取しても、申立人の申立期

間に係る厚生年金保険料の控除の事実をうかがわせる回答を得ることがで

きなかった。 

このほか、申立期間において、事業主により申立人の厚生年金保険料が

給与から控除されていた事実をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認めることはできない。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1110 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年９月 23 日から 39 年５月 25 日まで 

             ② 昭和 39 年７月１日から 40 年 12 月４日まで 

             ③ 昭和 41 年 10 月４日から 42 年８月１日まで 

私は、年金事務所に照会をしたところ、申立期間については、脱退手

当金が支給されているという回答を受けた。 

しかし、私は、申立期間③において勤務していたＡ社を退職した時

に、会社から脱退手当金に関する説明は受けていない上、当時は制度

自体を知らず、脱退手当金を受け取った覚えは無いので、申立期間を

厚生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間③の事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を見ると、

昭和 42 年 12 月３日付けで厚生年金保険被保険者記号番号の重複取消処理

が行われていることが確認でき、脱退手当金が同年 12 月 22 日に支給決定

されていることを踏まえると、脱退手当金の請求に併せて重複取消処理が

行われたと考えるのが自然である。 

また、申立期間の脱退手当金については、支給額に計算上の誤りは無く、

申立期間③に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約４か月後に支給

決定されているなど、一連の事務処理に不自然な点は認められない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いという主張のほか

に、脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1111 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 32 年４月１日から同年 12 月 31 日まで 

          ② 昭和 35 年４月１日から 40 年９月 21 日まで 

私は、Ａ社に申立期間を含め３回勤務していたが、年金事務所で厚生

年金保険被保険者記録を確認したところ、申立期間については、脱退手

当金を受給したことになっていることが分かった。 

しかし、脱退手当金を受け取った記憶は無いので、申立期間を厚生年

金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票により厚生年金保険被保

険者記録が確認できる女性のうち、申立人の申立期間②における厚生年金

保険被保険者資格喪失日である昭和 40 年９月 21 日の前後それぞれ２年以

内に同資格を喪失し、かつ、脱退手当金の受給資格がある 34 人について

脱退手当金の支給記録を確認したところ、21 人に脱退手当金が支給決定

されており、当該 21 人のうち、申立人を含む 18 人が資格喪失日から６か

月以内に支給決定されている上、当該 18 人のうちの１人は、「会社で脱

退手当金の手続をしてもらい、銀行で現金を受け取った。」としているこ

とを踏まえると、申立人についてもその委任に基づき事業主による代理請

求が行われた状況がうかがえる。 

また、申立人の当該事業所に係る申立期間①の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿及び申立期間②の被保険者原票を見ると、脱退手当金が支給さ

れていることを示す「脱」の記載がそれぞれ確認できる上、申立期間の脱

退手当金については、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間②における

厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和 40 年 12 月 22 日



                      

  

に支給決定されているなど、脱退手当金の支給決定に関する事務処理に不

自然な点は見当たらない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いという主張のほか

に脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1112 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 19 年４月 16 日から 20 年８月 30 日まで 

私は、昭和 19 年４月から 20 年８月まで、Ａ社に勤務していたが、ね

んきん特別便を受け取った時に、申立期間については、脱退手当金を受

給した記録になっていることが分かった。 

しかし、私は、脱退手当金を受給した覚えが無いので、申立期間を厚

生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、厚生年金保険

被保険者記録が確認できる者のうち、脱退手当金の受給資格がある 61 人

について脱退手当金の支給記録を確認したところ、申立人を含む 49 人に

脱退手当金が支給決定されており、当該 49 人のうちの 15 人が昭和 21 年

３月 22 日に、申立人を含む８人が 22 年６月 11 日にそれぞれ支給決定さ

れていることを踏まえると、申立人についてもその委任に基づき事業主に

よる代理請求が行われた状況がうかがえる。 

また、申立期間の脱退手当金については、申立人の厚生年金保険被保険

者台帳（いわゆる「旧台帳」）において支給記録が確認できる上、当該台

帳の備考欄には支給決定の根拠規定の記載が確認できるほか、支給額に計

算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然な点は認められない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いという主張のほか

に脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1113 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 41 年８月 29 日から 45 年４月 14 日まで 

私は、昭和 41 年８月 29 日から 45 年４月 13 日まで、Ａ社に勤務して

いたが、年金事務所に確認したところ、申立期間については、脱退手当

金が支給されているとの説明を受けた。 

しかし、同社を退職した後に、脱退手当金を受け取った記憶は無いの

で、申立期間を厚生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票を見ると、

脱退手当金が支給されていることを示す「脱」の記載が確認できる上、申

立期間の脱退手当金については、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間

に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和 45 年７月

10 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然な点は認めら

れない。 

また、オンライン記録によると、基礎年金番号には収録されていない申

立人の共済組合員期間（昭和 46 年１月１日から同年６月 18 日まで）が確

認できるものの、当該期間は約６か月と短期間である上、当該期間以降、

申立人は、平成 14 年 12 月１日に厚生年金保険被保険者資格を再取得した

ことにより初めて基礎年金番号が付番されるまでの間、公的年金に加入し

ておらず、その後、20 歳に到達した昭和 46 年に遡って国民年金の被保険

者資格取得の処理が行われていることを踏まえると、申立期間当時、申立

人が年金制度について関心が低かったことがうかがえる。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いという主張のほか

に、脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 



                      

  

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 


